
ふるさと納税を活用した大学における地域連携等推進事業補助金交付要綱 

 

制定 令和４年３月２５日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「大学のまち京都・学生のまち京都」の魅力向上に向け、ふるさ

と納税を活用し、大学・学生と地域の連携強化等を図るため、「ふるさと納税を活用

した大学・学生と地域の連携強化等に関する協定（以下「連携協定」という。）」を締

結した大学及び短期大学（以下「大学等」という。）に対する補助金（以下「補助金」

という。）の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」とい

う。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

 

（交付の対象） 

第２条 補助金は、「大学のまち京都・学生のまち京都」の魅力向上に向け、大学等が

実施する地域の連携強化等に関する取組に要する次に掲げる経費であって、市長が必

要かつ適当と認めるものについて交付する。 

 ⑴ 地域社会及び企業等との連携強化に関する取組 

 ⑵ 地域の人材育成に関する取組 

 ⑶ 大学・学生の国際化に関する取組 

 ⑷ 経済的に困窮する学生への支援に関する取組 

 ⑸ その他、市長が必要と認める取組 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、連携協定に基づき本市が収入した寄付額のうち、各大学等への

配分額とする。ただし、予算の範囲内とする。その他の取扱いについては別に定める。 

 

（交付の申請） 

第４条 条例第９条の規定による申請は、交付申請書（第１号様式）によって、別に定

める日までに、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

⑴ 事業計画書（第２号様式） 

⑵ 収支予算書（第３号様式） 

⑶ その他市長が必要と認めるもの 

 

（事前着手） 

第５条 補助金の交付を受けようとする大学等は、補助金の交付決定前に事業を実施し

た場合は、当該事業に係る補助金の交付を受けることはできない。ただし、交付決定

前に事業を実施しようとする場合において、交付申請時に事前着手届（第４号様式）

を提出したときは、この限りではない。 

 



（交付の決定） 

第６条 市長は、申請期限の翌日から起算して６０日以内に、条例第１０条各項の決定

をするものとする。 

 

（変更等の承認の申請） 

第７条 条例第１１条第１項第１号による補助事業等の内容又は経費の配分の変更に  

 係る市長の承認の申請は、変更承認申請書(第５号様式)によって行うものとする。 

２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次のとおりとする。 

⑴ 補助目的の変更をもたらすものでなく、かつ、交付団体の自由な創意により計画  

変更を認めることが、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 
⑵ 補助目的及び事業推進の効率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

３ 条例第１１条第１項第２号による補助事業等の中止又は廃止に係る市長の承認の

申請は、中止・廃止承認申請書(第６号様式)により行うものとする。 

 

（事業完了の届出） 

第８条 条例第１８条の規定による実績報告は、次の各号に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

 ⑴ 実績報告書（第７号様式） 

 ⑵ 収支決算書（第８号様式） 

 ⑶ その他市長が必要と認めるもの 

 

（補助金の交付額の決定等） 

第９条 市長は、前条の規定による報告があった場合において、条例第１９条の規定に

よる交付額の決定及び大学等への通知をするものとする。 

２ 前項の通知を受けた大学等は、補助金請求書（第９号様式）により、補助金の請求

を行わなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による請求受理後、補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の概算払） 

第１０条 大学等は、条例第２１条第２項の規定による補助金の概算払を受けることが

できる。 

２ 前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは、補助金請求書（第９号

様式）により、補助金の請求を行わなければならない。 

３ 第１項の規定により概算払を受けたときは、前条の規定により補助金の交付額が決

定した後に、補助金精算書（第１０号様式）を市長に提出するものとする。 

 

 

 



（決定の取消し等） 

第１１条 市長は、大学等が次の各号の一に該当するときは、補助金の交付の決定を取

り消し、若しくは交付額を変更し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返

還を命じることができる。 

⑴ 補助金の交付の申請に関して虚偽又は不正の事実があるとき 

 ⑵ 補助対象となる取組以外に補助金を使用したとき 

 ⑶ この要綱の規定に違反したとき 

 

（補則） 

第１２条 この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の施行に

関し必要な事項は、総合企画局長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年３月２５日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 

 


